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構造破壊と真空吸水を併用した砂の締固め特性
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概   要
砂を締め固めるためには，砂の構造を破壊すると同時に，真空吸水することが有効である。砂の骨格構造
の破壊方法としては，繰返し応力，振動および機械攪拌をそれぞれ独立で作用させた。実験に用いた砂は，
硅砂 5号（初期の相対密度Dr=51%）と 30%の細粒分を含む 4種類の硅砂の混合砂（初期の相対密度Dr=60%）
である。応力制御の繰返し三軸試験，振動棒による振動（7～17G，180Hz）と-60kN/m2 の真空吸水を与え
た土槽実験，および回転棒による機械攪拌と-60kN/m2 の真空吸水を与えた土槽実験の結果によると，硅砂
5号は Dr=73～94%，混合砂は Dr=83～107%にまで，締め固めることが可能であることが明らかとなった。

キーワード：液状化，繰返し応力，振動，機械攪拌，真空

1. はじめに

 2011年 3月に発生した平成 23年度(2011年)東北地方太
平洋沖地震により，東北地方および東京湾周辺は液状化に
よる甚大な被害を受けた。また，今後起こると想定されて
いる東海，東南海，南海地震においても，液状化による深
刻な被害が危惧されている 1) 。したがって，液状化の被
害を低減するための具体的な方法をさらに研究･開発する
必要があると考えられる。本研究では液状化対策として，
砂の締固めを対象とした。基本的な考えは，砂の骨格構造
を破壊すると同時に，破壊によって生じた余剰間隙水を真
空吸水することで締め固めることを念頭においており，本
文では基礎実験の結果とともに，現場への適用性について
考察した。
 緩い砂層の液状化被害を低減するためには，密度増大，
固結，置換，地下水位低下，間隙水圧消散，せん断変形抑
制などの工法があり，いずれも液状化対策として有効であ
る 2) 。本研究では，砂の液状化抵抗を大きく増加させる
という観点で，密度増大工法を対象とした。この工法は土
の持つ特性，すなわち，締め固めると地盤は強くなること
を応用したものであり，セメントや薬液による地盤改良工
法などに比べると，経済的で，環境への影響が小さいとい
う特徴がある。砂の密度を大きく増加させるためには，砂
の持つ構造 3)を破壊し，高位な構造から低位な構造へと移
行させる締固めが有効であり，構造破壊の方法としては，
衝撃荷重の載荷による締固め，振動締固めおよび材料の圧
入締固めなどがある 2) 。ここで，本研究における構造は，
土粒子群の構造骨格を意味し，構造破壊とは土粒子群骨格

の構造を破壊することと定義する。このため，土粒子の粒
子破壊を意味するものではない。
本研究では，砂の構造破壊として，次の 3方法を対象と

した。
(1) 繰返し応力を与えた場合
(2) 振動を与えた場合
(3) 機械攪拌を与えた場合
(1)の繰返し応力を与えた場合の方法として，繰返し非排

水三軸試験では液状化した後に再圧密試験で締固め効果
を求め，繰返し排水三軸試験では締固め効果を求めた。さ
らに，試験に供した砂の繰返し応力載荷時の材料特性を求
めた。(2)の振動を与えた場合の実験では，直径 30cm×高
さ 100cm の円筒土槽内に，飽和した緩い砂と振動棒を入
れ，7～17G（G は重力加速度）で，約 180Hz の振動を与
えて締固め効果を求めた。また，(3)の機械攪拌を与えた場
合の実験では，(2)と同様，直径 30cm×高さ 100cm の円筒
土槽内に飽和した緩い砂層を作製し，攪拌棒を回転しなが
ら引き上げて，締固め効果を求めた。この方法は，攪拌翼
を地盤内に挿入・引き抜きする深層混合処理工法を模擬し
たものである。
一方，砂の振動締固め方法としては，吸水型振動締固め

工法が実用化されている 4) 。この工法は，振動を与えて
砂が液状化した際に，過剰間隙水圧を消散（過剰間隙水の
吸水除去）させて，締固め効果をより高めるものである。
本研究においても，上記の(2)と(3)の方法による締固め実
験では -60kN/m2 の真空吸水を併用することとした。
-60kN/m2は，粘土の真空圧密改良時に地盤に作用させるこ
とができる負圧の上限値である 5) 。
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本文では，2章で砂の締固めに関する既往の研究を述べ，
3章で実験に用いた砂の材料特性，4章で繰返し三軸試験，
5 章で振動と真空吸水を併用した締固め実験，6 章で機械
攪拌と真空吸水を併用した締固め実験，7章で締固め後の
強度について述べる。

 
2. 砂の締固めに関する既往の研究 

2.1 繰返しせん断後の体積変化に関する既往の研究 
砂の繰返しせん断による体積変化に関しては，既に多く

の研究が行われている。Lee and Albaisa6)は，地震被害事例
の調査結果から，実地盤において，数～10%の体積ひずみ
が生じていると報告した。また，その中で，繰返し三軸非
排水せん断時の過剰間隙水圧比が 1に達しなければ，繰返
しせん断後の再圧密による体積ひずみは粒子の大きさ，
Drおよび過剰間隙水圧比と相関が高いことを示した。なお，
再圧密による体積ひずみは，有効応力が再び初期圧密応力
に戻ったときの体積ひずみで定義されている。佐々木ら 7)

は，一次元圧密状態を再現できる中空ねじりせん断試験を
行い，再圧密時の体積ひずみは繰返し載荷中に生じた最大
せん断ひずみと相関が高いことを示し，国生ら 8)，Nagase
and Ishihara9) ，Shamoto et al. 10)も，同様の関係を得た。ま
た，Tokimatsu and Seed11)と Ishihara and Yoshimine12)は，液
状化後の沈下量を求める簡易予測式を提案し，実務で利用
されている。上記は，応力制御下での試験結果を基にした
研究である。
 一方，仙頭ら 13)は，神戸ポートアイランド波や人工地震
波を用いたオンライン試験（ひずみ制御の中空ねじり試験）
を実施して繰返し非排水せん断後の再圧密による体積ひ
ずみを測定し，体積ひずみは最大せん断ひずみよりも累加
せん断ひずみに，より高い相関性が認められることを示し
た。海野ら 14)は，同一の繰返しせん断履歴を受ける乾燥砂
と飽和砂の体積収縮量に関して，ひずみ制御の繰返し三軸
試験を行い，同一のひずみ履歴では，乾燥砂の繰返しせん
断中に生じる体積ひずみは，飽和砂の繰返し載荷（非排水）
後の再圧密の際に生じる体積ひずみに等しいことを示し
た。また，繰返しせん断による間隙比低下の収束値 e∞と累
加せん断ひずみを用いると，繰返しせん断中の間隙比の変
化を簡潔に表現できることを示した。海野ら 15)は，飽和砂
の中空ねじり試験を実施して繰返しせん断後の再圧密に
よる体積ひずみを測定し，繰返し載荷終了後に，供試体に
残留せん断ひずみが生じていると，再圧密による体積ひず
みを過少評価することを示した。
 本研究では，仙頭ら 13)および海野ら 15)の研究成果を考
慮して，繰返し三軸の非排水せん断・再圧密試験に関して
は，繰返し載荷終了後の残留せん断ひずみをゼロにリセッ
トして，再圧密による体積ひずみを測定した。また，繰返
し三軸の非排水せん断・再圧密試験と排水せん断試験の結
果は，累加せん断ひずみを指標として間隙比の変化を整理

し，両者の関係式を求めた。

2.2 振動締固めに関する既往の研究 
振動締固め工法の代表的なものとしては，振動棒工法が

ある。この工法は，バイブロハンマに接続した各種のロッ
ドを振動・圧入することで，ゆるい砂地盤を締め固めるも
のである。地盤に鉛直振動のみを与える工法としては，鋼
管ロッドと H型鋼ロッド 16)を使用するものがある。また，
ロッド上端の起振機による鉛直振動とともに，ロッド先端
に取り付けた小型の振動機による水平振動を与える工法
がある。ロッド先端に大容量の振動機を取り付けて水平振
動のみを与える工法 17)もある。
石黒ら 18)は，繰返しせん断履歴を受けた飽和砂の液状化

強度に対するせん断時の過剰間隙水圧の影響を調べる目
的で，中空ねじり試験を実施し，せん断後の供試体の液状
化強度はせん断時の過剰間隙水圧（履歴時の有効応力）の
影響を受けて変化し，せん断時の過剰間隙水圧を抑制する
ほど，せん断後の液状化強度が増加することを明らかにし
た。石黒ら 19)は，飽和砂の振動締固めに伴って発生する施
工時過剰間隙水圧の消散効果を調べる目的で模型土槽実
験を実施し，締固め効果向上の要因は砂の粒子構造の強化
にあることを示した。湯浅ら 20)は，吸水型振動棒締固め工
法をケーソン式岸壁背面の裏埋め土（まさ土）に適用し，
従来の振動締固め工法と比較して，改良効果が顕著に増加
し，同一目標改良強度に対しては施工ピッチを大幅に拡大
できることを示した。大久保ら 21)は，振動棒上部に上下方
向の振動機，先端部に水平方向の振動機を装備した吸水型
振動締固め工法を砂地盤に適用し，改良前の Nd 値=1～5
程度の地盤が改良後に 20～34 になり，改良効果が大きい
ことを示した。
このように，振動時に吸水を併用すると，大きな締固め

効果が期待できるので，本研究においても，振動および機
械攪拌を受けた場合の締固め実験では，-60kN/m2の真空吸
水を併用することにした。

2.3 機械攪拌による締固めに関する既往の研究 
機械攪拌による締固めに関する文献は，ほとんどない。

地盤改良に機械攪拌を用いる代表的な工法としては，深層
混合処理工法 22)がある。この工法は，原位置の軟弱土にセ
メント系固化材を添加して原位置で攪拌・混合し，化学的
固結作用を利用して地盤中に強固な安定処理土を形成す
るものである。攪拌効率は羽切り回数 T で管理している。
本研究においても，羽切り回数を砂の構造破壊の一つの指
標として考慮することにした。

3. 実験用砂の材料特性 

本章では，実験に用いた砂の物理特性と，圧密非排水三
軸圧縮試験および等方圧密三軸試験の結果を述べる。

2-2



真空吸水締固め

地盤工学ジャーナル Vol. ??, No. ??, ???-???

3

砂の締固めの指標となるのは，通常，相対密度 Dr であ
る。Drは砂の最小密度･最大密度試験（JIS A 1224:2009）
の結果を適用することによって得られるが，間隙比 eで表
示すると，(1)式となる。本文では締固めの指標として，e
を用い，必要に応じて，Drを併記する。

 Dr= (emax-e) / (emax-emin)             (1)
 
3.1 砂の物理特性
実験に用いた砂は，細粒分含有率 Fcがゼロの飯豊硅砂 5

号（以下，K砂）と，Fcを 30%含む混合砂（以下，FK砂）
の 2種類である。FK砂は，非塑性シルトを質量比で 30%，
東北硅砂 8 号を 30%，飯豊硅砂 7 号を 20%，飯豊硅砂 6
号を 10%，および飯豊硅砂 5号を 10%混合して作製したも
のであり，混合の目的は，Fcを 30%含んだ状態で，粒度分
布を滑らかにするためである。各砂の粒度分布を図 1に示
す。
 K砂と FK砂の物理特性を表 1に示す。土の最小密度・
最大密度試験は，原則 Fcが 5%以下の砂に適用できるが，
本研究では FK砂にも，参考として実施した。土の透水試
験（JIS A 1218:2009）は両砂とも，相対密度 Dr＝70%にお
いて実施した。K砂の透水係数（定水位透水試験）は k＝
5.32×10-4m/s，および FK 砂（変水位透水試験）で
6.89×10-8m/s の値が得られ，K 砂は FK 砂の透水係数の約
104倍である。

図 1 粒度分布
表 1 砂の物理特性

3.2 圧密非排水三軸圧縮試験 
(1) 供試体の作製 
供試体は直径 5cm×高さ 10cmとし，所定の Drになるよ

うに，乾燥砂を用いてタンピングしながら作製した。その
後，K 砂は，供試体の中に，二酸化炭素を約 30 分と脱気
水を約 10 分通し，一方 FK 砂は，二酸化炭素を約 3 時間
と脱気水を約 15時間通して，飽和化を図った。その結果，

実験での間隙圧係数 B値は，すべての実験ケースにおいて，
95%以上（背圧は 100kN/m2）であった。
実験での初期間隙比 e0は，供試体の作製を容易にするた

めに，K 砂で e0＝0.634（Dr=51%），および FK 砂で 0.639

（Dr=60%）を目安とした。Dr=50～60%は，標準貫入試験
で求まる N値が 5～20で，「中位の」に相当し，沿岸域の
埋立地盤で多く見られる値である。

(2) 圧密非排水三軸圧縮試験  
圧密非排水三軸圧縮試験（JGS 0523-2009）は，有効拘

束圧 σ0’=100kN/m2 で等方圧密した後に，軸ひずみ
0.005%/minの速度で主応力差を与えた。有効応力経路を図
2に示す。

K砂は，主応力差を与えると，平均有効主応力が 90kN/m2

程度にまで低下した後，C.S.Line（限界状態線）に沿って
主応力差が増加した。一方，FK 砂は，平均有効主応力が
30kN/m2程度にまで大きく低下した後，C.S.Line に沿って
主応力差が増加した。どちらの試料も，一旦，負のダイレ
イタンシー挙動を示した後に正のダイレイタンシー挙動
を示すことから，繰返しせん断を与えた場合，比較的容易
に液状化するであろうことがこの挙動から見て取れる。両
砂の勾配 M を比較すると，M は非塑性シルトを混合した
FK砂の方がやや大きい値を示す傾向がある。

図 2 有効応力経路

3.3 等方圧密三軸試験 
等方圧密三軸試験において，圧密応力は σc’=10，30，60，

100，150，300kN/m2の 6段階とした。通常は圧密応力を 2×σc’
で段階載荷することが多いが，本研究では，後述する繰返
し三軸試験を，σ0’=50，60，100あるいは 150kN/m2で実施
することから，σc’を繰返し三軸試験の圧密応力と同一とし
た。等方圧密試験は，砂の構造破壊が生じない（粒子配列
が大きく移動しない）場合の e～σc’関係に相当すると考え
られる。試験結果を図 3および図 4に示す．図 3に示した
e～σc’関係によると，K砂よりも FK砂の方が同一の σc’に
対する eが小さく，σc’の増加に対する eの減少量も大きい
ことがわかる。
砂の体積圧縮係数 mVは，(2)式で求めた。
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mV= ΔV / (V×Δp)         (2)

ここに，ΔV ：排水量，V：供試体の体積，Δp：増分応力
である。図 4に示した mV～p関係によると，σc’=60kN/m2

における mVは，K砂で 7.76×10-5m2/kN，FK砂で 2.74×10-4

m2/kNとなり，FK砂は K砂の約 3.5倍になる。

 
図 3 等方圧密の e～σc’関係

 
図 4 等方圧密の mV～p関係

4. 繰返し三軸試験

繰返し三軸試験は，土の液状化強度特性を求める目的で，
非排水条件で実施することが多い。本研究は，砂の締固め
特性を求めることが目的であるので，排水を伴う次の 2種
類の試験を実施した。
① 繰返し非排水せん断・再圧密試験（以下，USC 試

験）
② 繰返し排水せん断試験（以下，DS試験）
表 2に，試験条件を示す。

4.1 試験方法 
(1) 繰返し非排水せん断・再圧密試験（USC 試験）方法 
最初に，供試体を所定の等方応力 σ0’ で圧密した。USC

試験は非排水条件の下で，供試体に繰返し応力振幅比
σd/2σ0’ （σd：繰返し軸差応力）が 0.08～0.2 となる軸差応
力（σd=σ1-σ3）を 0.1Hz の正弦波で与えて供試体を液状化
させ（土の繰返し非排水三軸試験方法，JGS 0541-2009），
その後，供試体の高さを等方圧密後の高さに戻した後に排
水を行い，体積ひずみを求めた。なお，本研究では，せん
断ひずみ両振幅 DA=10%を液状化と定義し，繰返し載荷履

歴は DAが 10%に達するまで軸差応力を与えた。通常，三
軸繰返しせん断試験で液状化強度を求める際には，液状化
の定義を DA=5%とすることが多いが，本研究では繰返し
せん断中に発生するせん断ひずみ量を求めることも含ん
でいるため，DA=5%に至った後にも，供試体にできるだ
け多くのせん断ひずみ履歴を与えるようにした。また，液
状化後の排水試験においては，繰返し載荷後に残留軸ひず
みをゼロに戻す制御を行ったが，これは繰返しせん断後に
残留せん断ひずみがあると，体積ひずみを小さく見積もる
可能性があるためである 15) 。

表 2 試験条件

(2) 繰返し排水せん断試験（DS 試験）方法 
 DS試験は，供試体を所定の等方応力 σ0’で圧密した後に，
排水条件の下で繰返しせん断を与えて排水量を継続して
求めた。繰返し載荷履歴においては，0.1Hzの正弦波を与
え，かつ軸差応力の振幅を漸増的に増加させたが，これは，
排水繰返しせん断試験の場合，載荷中に排水が生じること
で供試体が密実化し，載荷初期に与えた軸差応力では試験
後半に排水量が減少し，試験の実施時間が極端に長くなる
ことを避けるためである。具体的な載荷条件としては，最
初に σd/2σ0’が 0.01（あるいは 0.04）となる軸差応力を 10
波与え，次に，σd/2σ0’を段階的に増加させて，その都度，
軸差応力を 10 波与え，最終的に，供試体が伸張で破壊す
るまで継続した（最終の σd/2σ0’は 0.35～0.44，応力波数は
1～40波である）。
以上，本研究で行った繰返し三軸試験の制御に関しては，

文献 13)～15)を参考されたい。

4.2 試験結果と考察 
(1) 繰返し載荷時(非排水)の挙動 
K 砂と FK 砂の繰返し非排水三軸試験の結果例を示し，

両者の挙動を比較する。図 5 と図 6 は，ケース 1（K 砂）

0.55

0.60

0.65
1 10 100 1000

間
隙
比

e

圧密応力 σc’(kN/m2)

K砂
FK砂

1.0E-05
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1.0E-03
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圧
縮
係
数

m
V
(m

2 /k
N

)

平均圧密圧力 p (kN/m2)

K砂
Fk砂

1 100 0.14
2 100 0.16
3 100 0.18
4 100 0.2

5 100 0.04,0.08,0.16,0.2,0.25,0.3
,0.35

N =10
N =30 (0.35)

6 60 0.04,0.08,0.16,0.2,0.25,0.3
,0.35

N =10
N =20 (0.35)

7 100 0.2
8 100 0.1
9 100 0.08
10 50 0.08

11 100 0.01,0.02,0.04,0.08,0.16
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N =10
N =1 (0.44)
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13 150 0.04,0.08,0.16,0.2,0.25,0.3
,0.35,0.38,0.4,0.44

N =10
N =1(0.44)

　　　　　　　*最右列の括弧内は破壊時のσ d/2σ 0’の値
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とケース 8（FK 砂）の繰返し載荷時の非排水挙動をそれ
ぞれ示したものである。両砂の試験条件は σ0’ =100kN/m2，
σd/2σ0’ は K砂が 0.14，FK砂が 0.10である。
ケース 1（K砂）の図 5 (a)軸差応力図によると，供試体

に 0.1Hzの正弦波が作用し，(b)過剰間隙水圧比の時間経過
図によると，12 波までは繰返し波数に比例して過剰間隙
水圧比が単調に増加し，13 波になると，過剰間隙水圧比
が 1に近づき，(c)軸ひずみ図によると，過剰間隙水圧比が
1に近づいた時に，大きな軸ひずみが生じている。(d)有効
平均主効力図によると，13 波後に，有効平均主応力が破
壊線に近づいている。
一方，図 6に示したケース 8（FK砂）の結果によると，

ケース 1の 12波を，ケース 8では 7波に置き換えるだけ
で，上記とまったく同一のことが言える。あえて，両者の
相違点を探すと，両者の(b)図において，K砂は Δu/σ0'が 0.6
から次の波で 1 に近づいているが，FK 砂では，Δu/σ0'が
0.8から 1に近づいていることである。全体的には両砂の
繰返し応力載荷時の挙動は類似しており，液状化に至るま
での過程において，粒度分布の相違の影響は小さいと考え
られる。

(2) 繰返し載荷時(排水)の挙動 
 K砂と FK砂の繰返し排水三軸試験の結果例を示し，両
者の挙動を比較する。図 7と図 8は，ケース 5（K砂）と
ケース 11（FK砂）の実験結果をそれぞれ示したものであ
る。両ケースとも，(a)軸差応力図に示すように，できるだ
け伸張方向のネッキング破壊が生じないように，σd/2σ0’を
段階的に増加させた。図 7(b) に示した K砂の軸ひずみ εa

図（-は伸張側）によると，σd/2σ0’=0.35（(a)図参照）の 1
波で，εaが急に伸張側に増加したが，2 波以後では大きな
変化はなく，次の σd/2σ0’=0.37の 1波で供試体が破壊した
(図には表示していない) 。一方，図 8(b)に示した FK砂の
εaは，σd/2σ0’=0.24の 1波で，-3%以上にまで急に伸張側に
増加したが，すぐに-0.6%程度にまで減少し，その後は
σd/2σ0’=0.32 まで，圧縮側にゆっくりと減少した。しかし
ながら，σd/2σ0’=0.40 になると，εa が伸張側に増加し，
σd/2σ0’=0.44 で供試体が破壊した(図には表示していない) 。
供試体の破壊は，供試体に装着したメンブレンが破損ある
いは外れたことによる。c)の間隙比の挙動図を見ると，両
砂とも，排水により間隙比は減少している。K砂と FK砂
の軸ひずみや間隙比の挙動が大きく異なるのは，せん断に
伴うダイレイタンシー特性の差によるものと考えられる。
一方，(d)軸ひずみ～軸差応力図によると，両砂の弾性係数
（=軸差応力/軸ひずみ）は幾分異なるが，εa～σd 関係は類
似していると考えられる。

(3) 液状化強度曲線 
K砂と FK砂の液状化強度曲線を図 9に示す。両砂の結

果を比較すると，繰返し回数 N に対する液状化強度比
σd/2σ0’は，FK砂の方がK砂よりも，Nの増加に対する σd/2σ0’
の低下が大きくなった。N=10 に対する σd/2σ0’は，K 砂で

0.14，FK 砂で 0.11 である．図中に近似曲線を示したが，
細粒分が入ると，強度曲線の勾配が大きくなり（Nのべき
乗），小さい応力比でも繰返し回数が多くなると液状化す
る傾向がある。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 9 液状化強度曲線

 
(4) 繰返し非排水せん断・再圧密（USC）試験における

間隙比の減少量 
USC 試験における再圧密後の間隙比の結果を表 3 に示

す。K 砂は 100kN/m2の等方応力で圧密した後に，間隙比
が平均 ef=0.62となり，σd/2σ0’=0.14～0.20の繰返し応力で
液状化した後に排水すると，平均 ed=0.57となった。また，
FK砂は 100kN/m2の等方応力で圧密した後に，間隙比が平
均 ef=0.59となり，σd/2σ0’=0.08～0.20で液状化した後に排
水すると，平均 ed=0.52 となった。この結果，液状化後の
再圧密による間隙比の減少量は，K砂で Δe=0.05，および
FK砂で 0.07となる。
 

 
(5) 繰返し排水せん断（DS）試験における間隙比の減少

量 
等方圧密試験の結果と，DS 試験における間隙比 e の変

化，および eminを合わせて，図 10と図 11に示す。等方圧
密による eの変化は，砂の構造破壊がほとんど生じない場
合に相当し，DS 試験の結果は砂が繰返し応力を受けて，
初期の構造が破壊されながら排水した場合に相当すると
考えられる。

K砂の結果によると，等方圧密による初期からの eの変
化は，σc'＝60～100kN/m2において，Δe＝0.010～0.015（黒
丸印)であり，供試体が繰返し応力を受けて伸張破壊した
時の初期からの eの変化は，Δe ＝0.044～0.064（σd/2σ0'＝

σd/2σ0' = 0.209N-0.136

σd/2σ0' = 0.300N-0.424

0

0.1

0.2

0.3

0.4

1 10 100

液
状
化
強
度
比
σ d

/2
σ 0
’

繰返し載荷回数 N

K砂σ0'＝100kN/m2
FK砂σ0'＝50kN/m2
FK砂σ0'=100kN/m2

表 3 USC試験における間隙比の減少量

σ 0' 作成時 e 0 圧密後 e f 排水後 e d

ケース1 100 0.621 0.571
ケース2 100 0.618 0.576
ケース3 100 0.621 0.578
ケース4 100 0.621 0.572
ケース7 100 0.604 0.533
ケース8 100 0.585 0.511
ケース9 100 0.590 0.518
ケース10 50 0.603 0.528

K砂

FK砂

USC試験
実験ケース

0.635
(D r=51%)

0.639
(D r=60%)
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(a) 時間～軸差応力

(b) 時間～過剰間隙水圧比

(c) 時間～軸ひずみ

 
(d) 軸差応力～有効平均主効力

図 5 USCケース 1（K砂，σd/2σ0’=0.14）

(a) 時間～軸差応力

(b) 時間～過剰間隙水圧比

(c) 時間～軸ひずみ

(d) 軸差応力～有効平均主応力

図 6 USCケース 8（FK 砂，σd/2σ0’=0.1）
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図 8 DSケース 11（FK砂，σ0’=100kN/m2）図 7 DSケース 5（K砂，σ0’=100kN/m2）

(a) 時間～軸差応力

(b) 時間～軸ひずみ

(c) 時間～間隙比

(d) 軸ひずみ～軸差応力
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図 10 K砂の等方圧密と DS試験の e～σ’c関係
 

 
 
 

図 11 FK砂の等方圧密と DS試験の e～σ’c関係
 
0.35）である。よって，繰返し応力の載荷による Δeは 0.034
～0.049（USC再圧密は 0.05）となり，全体の Δeに対する
比率は約 77%となる。一方，FK砂の結果は等方圧密の σc'
＝60～150kN/m2において，Δe＝0.04～0.06であり，供試体
が繰返し応力を受けて伸張破壊した時の初期からの eの変
化は，Δe ＝0.18～0.20（σd/2σ0'＝0.40～0.44）である。よ
って，繰返し応力の載荷による Δeは 0.12～0.16（USC再
圧密試験は 0.07）となり，全体の Δeに対する比率は約 67

～80%となる。この結果，等方圧密と繰返し応力を受けて
伸張破壊した時の eの変化の比率は約 1：3～4となり，両
砂で類似の結果となった。
また，伸張破壊時の e（図内の最も小さい eの値）を emin

と比べると，伸張破壊時における eは eminよりも大きくな
ることがわかる。

(6) 間隙比～累加せん断ひずみ関係 
繰返し三軸試験においては，供試体を液状化させること

で砂の骨格構造を壊すことを念頭に，繰返し載荷履歴を与
えている。仙頭ら 13），海野ら 15)の研究によれば，液状化
によって土の骨格構造が壊れ，再圧密によって体積収縮を
起こす量は，繰返しせん断中に供試体が経験するせん断ひ
ずみ履歴に依存する。そこで本研究でも，せん断ひずみ履
歴を用いて実験結果を整理した。なお，せん断ひずみ履歴
については，累加せん断ひずみを用いた。累加せん断ひず

みは，有効応力解析において，土の損傷を表現するための
内部変数としてしばしば使われているものである 23) 。
累加せん断ひずみ γacmは，(3)式で定義されている。

γacm=∫｜ γ̇(t)｜dt                (3)

ここに，γ̇(t)は時刻 tにおけるせん断ひずみ速度であり，γacm

はせん断ひずみ増分の絶対値を累積したものである。
 K砂と FK砂の e～γacm関係を，図 12と図 13にそれぞれ
示す。K砂の結果によると，USC試験およびDS試験とも，
排水後の e は γacmと密接な関係がある。また，FK 砂の結
果においても，K砂と同様，排水後の eは γacmと密接な関
係がある。このことより，e～γacm関係は応力履歴の影響を
受けないことがわかる。海野ら 15)は，e～γacm関係に，(4)
式を提案している。

e = e∞ + (ei - e∞) × e -β×γacm             (4)

ここに，e∞は γacmを無限大にした場合の間隙比，eiは繰返
し応力を与える前の間隙比，βは材料定数である。K砂と
FK砂について，(4)式の関係を求めると，(5)式と(6)式にな
る。

K砂 ： e = 0.50+ 0.13 e-1.00γacm          (5)

FK砂 ： e = 0.43+ 0.20 e-0.98γacm          (6)

図 12 K砂の e～γacm関係

図 13 FK砂の e～γacm関係
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K 砂は，繰返し応力載荷時において，供試体が Dr=73%
で伸張破壊したため，γacmが 1以上の eの変化を求めるこ
とができなかった。一方，FK砂は，Dr=93%までの eの変
化を求めることができた。この相違の要因は 4.2.(1)で述べ
た過剰間隙水圧比の増加傾向の違いが関与していると考
えられる。すなわち，K砂は図 5(b)によると，過剰間隙水
圧比は 13波において，0.6から急激に 1に近づいているが，
FK砂は図 6(b)によると，過剰間隙水圧比が 0.8まで，伸張
破壊は生じていない。したがって，伸張破壊前の過剰間隙
水圧比の相違が，γacmの測定範囲に影響したと考えられる。
なお，K 砂の e～γacm関係式は，γacm≧1のデータがないた
め，誤差を含むと考えられる。
また，(5)式と(6)式は繰返しせん断ひずみ履歴を無限大

まで与えると，K砂で e∞ ＝0.50，FK砂で 0.43まで eが減
少することを意味している。表 1に示した砂の最小間隙比
emin の試験結果と比べると，これらの値は，emin（K 砂：
emin=0.474，FK 砂：emin=0.391）よりも若干大きい値とな
り，海野ら 15)の知見と整合がつく結果となった。

5. 振動と真空吸水を併用した締固め実験

 砂の構造を破壊する方法として，振動棒による振動を取
り上げ，土槽実験を実施した。振動棒締固め工法の現場施
工で用いるバイブロハンマは，振動数が 620～1,550回/min，
起振力が 16.5～469tf であり，電動式と油圧式が用いられ
ている 24) 。しかしながら，室内土槽実験では，こうした
大型のバイブロハンマを使用することができないので，コ
ンクリートの締固めに用いられているコンクリート用振
動棒（日立工機 UV32M）を用いることにした。この振動
棒は，振動部の大きさが直径 32mm×長さ 170mmで，振動
数が 13,000～15,000 回/min，質量が 3.8kg（カタログ値）
であり，現場でのバイブロハンマとは大きく異なっている。
しかしながら，砂の構造の破壊方法として，振動による液
状化を取り上げるならば，コンクリート用振動棒でも，目
的を達することは十分に可能である。
実験での真空吸水に関しては，キャップ付プラスチック

ボードドレーン（以下，PBD）を用いることにした。この
PBDは粘性土地盤の圧密改良に用いられているものであ

写真 1 キャップ付 PBD

り 5)，写真 1に示すように，幅 94mm×厚さ 3.9mmの大き
さで，空洞部分を持つ芯材に不職布を貼り付けたものであ
る。
実験に用いた砂は K砂と FK 砂である。実験方法と結

果について，以下に述べる。 

5.1 実験方法 
実験装置を図 14 に示す。実験は次のように実施した。

①直径 30cm×高さ 100cmの円筒容器内に，中央から 1/4の
平面対称位置に 2箇所，コンクリート用振動棒を吊り下
げた。

②PBDを円筒容器の中央部に吊り下げた。
③乾燥した砂を，水中落下高がほぼゼロの状態で容器内に
投入し，層厚 H0=80cmのゆるい砂層を作製した。

④砂層の上部に，負圧シール層（厚さ 10cmの海成粘土層，
透水係数は 10-9m/s以下）を設置した。

⑤PBD を通じて，砂層に-60kN/m2 の負圧を作用させた。
⑥次に，負圧を作用させた状態で振動棒を作動させた。
計則項目は，砂層の中央高さで，側面から直径の 1/4の

平面位置に設置した加速度計による振動波形と，真空ポン
プ設備（元圧），PBD 先端と実験容器の下面から 30cm 上
方の容器側面に取り付けた間隙水圧計による間隙水圧，お
よび砂層上面での沈下である。

 
 

図 14 実験装置
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5.2 振動波形 
 振動棒 2本を同時に作動させた状態で，砂層内の加速度
波形を測定した。また，加速度波形をフーリエ変換し，周
波数とフーリエ振幅の関係を求めた。加速度波形は X，Y
および Z方向で測定し，X方向は PBD面に平行，Y方向
は PBD面に直角である。波形は，K 砂は 1秒間に 500点
計測し，フーリエスペクトル解析は 1 分間の 30,000 デー
タで実施した。一方，FK 砂は 1秒間に 1,000点計測し，
スペクトル解析は 1 分間の 60,000 データで実施した。加
速度波形およびフーリエスペクトルの 1 例として，FK 砂
の X方向の結果を図 15と図 16に示す。
 図 15によると，加速度は，7～17G（Gは重力加速度で，
980gal）がやや不規則に作用していることがわかる。また，
図 16によると，周波数が 178～180Hzにおいて，フーリエ
振幅が卓越していることがわかる。この結果をコンクリー
ト用振動棒のカタログ値の 217～250Hz（13,000～15,000
回/min）と比較すると，本実験の周波数がやや低い結果と
なった。フーリエ振幅の最大値は，K 砂および FK砂とも，
周波数が 178～180Hzで生じ，K 砂の X，Y，Z 方向の最
大値は，それぞれ 6,500gal･sec，5,000 gal･sec，1,500 gal･sec
であり，FK 砂の X，Y，Z 方向の最大値は，それぞれ
13,500gal･sec，19,000 gal･sec，100 gal･secであった。K 砂
と FK 砂で，フーリエ振幅の最大値が大きく異なるのは，
粒度分布の相違によるものと考えられる。

 

図 15 FK砂の X方向加速度波形

図 16 FK砂の X方向のフーリエスペクトル

5.3 実験条件 
 実験条件をまとめると，表 4になる。
 

表 4 実験条件
 
 

 
 
 
 
 
5.4 K 砂の締固め特性

 K砂は，5分間負圧を作用させた後に，振動棒 2本を同
時に作動させて，振動と真空吸水による締固め実験を実施
した。最初に負圧を作用させたのは，拘束圧を与えるため
である。

(1) 沈下挙動 
沈下量から，間隙比 e（全層の平均値）の変化を求めた。

その結果を図 17に示す。K砂は，負圧を作用させると，e
はほとんど減少しなかったが（e0＝0.613，負圧後は e＝
0.604，Δe＝0.009），振動と負圧を作用させると，10 秒ほ
どで e が大きく減少して ef＝0.492となり，安定した。実
験終了時の Drを求めると，93%になる。

 
図 17 経過時間と eの関係（K砂，ケース 1）

(2) 負圧測定結果 
 元圧，PBD先端および容器側面で測定した間隙水圧の結
果を図 18 に示す。なお，この図は大気圧状態をゼロとし
てまとめたものである。初期の負圧作用中において，測定
値に各間隙水圧計の位置水頭を加算すると，PBD先端およ
び容器側面での作用負圧はほぼ同じ値となる。次に，振動
と負圧を作用させると，元圧と PBD 先端の負圧に大きな
変動はなかったが，容器側面においては急に-10kN/m2まで
低下し，また直ぐに，-50 kN/m2程度の元の値まで戻った。
図 19は，容器側面で測定した間隙水圧の結果をもとに，

(7)式で定義した有効応力比 αを求めたものである。
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 α= (ps+ uw - uV) / (ps - pV)             (7)

ここに，ps：有効土被り圧，uw：静水圧，uV：測定した間
隙水圧，pV：作用負圧（元圧）である。図 19 によると，
負圧を作用させると，αが 0.9 まで増加し，安定していた
が，振動+負圧を作用させると，10秒程度で αが 0.3程度
にまで減少し，その後はすぐに α=0.95 まで増加した。α
が急に低下したのは液状化が発生したからであり，α が
0.95まで増加したのは，真空吸水によって余浄水が吸引さ
れ，液状化しない状態にまで締め固まったためと考えられ
る（図 17参照）。

図 18 間隙水圧（K砂，ケース 1）

 
図 19 有効応力比（K砂，ケース 1）

5.5 FK 砂の締固め特性 
FK砂は，10分間負圧を作用させた後に，ケース 2では

80 分間連続して振動と負圧を作用させ，ケース 3 では振
動と負圧の 5分間と，負圧のみの 5分間のセットを，合計
6セット作用させた。ケース 2は，振動と負圧作用中の沈
下と間隙水圧の変化を連続して測定するためであり，ケー
ス 3は振動を止めた後の，有効応力の回復具合を見るため
である。
なお，振動は振動棒の過熱による故障を防ぐために 1本

毎とし，5 分毎に，2 本を交互で作動させた。液状化の発
生に関しては，1本でも．まったく支障はないと考えられ
る。

(1) 沈下挙動 
ケース 2とケース 3の沈下曲線を，それぞれ図 20と図

21に示す。ケース 2は，e0=0.589が 80分間連続の振動と
負圧の作用により，ef=0.376まで低下した。実験後の相対
密度 Drは 104%であった。一方，ケース 3は e0=0.593が 5
分間の振動と負圧，5分間の負圧を 6セット繰り返すこと
により，ef=0.358まで低下した。実験後の Drは 107%であ
った。
両ケースの沈下挙動を比較すると，初期から 60 分後に

おいて，ケース 2 は約 e=0.40，ケース 3 は約 e=0.37 とな
り，ケース 3の方が同じ経過時間において，間隙比がより
低下することがわかる。ケース 2 よりもケース 3 の方が，
沈下がより早く進むことに関しては，今後のデータの蓄積
が必要である。

図 20 経過時間と eの関係（FK砂，ケース 2）

 
図 21 経過時間と eの関係（FK砂，ケース 3）

(2) 負圧測定結果 
 ケース 2の元圧，PBD先端と容器側面で測定した間隙水
圧の結果（大気圧状態をゼロ）を図 22 に示す。また，図
23 は，容器側面における有効応力比 α の変化を示したも
のである。最初に負圧を作用させると，図 23 に示すよう
に，有効応力比 αが増加し，10分ほどで，0.7まで増加し
た。その後，振動と負圧を連続して作用させると，αは次
第に低下し，15 分ほどでほぼ完全液状化状態のゼロ近く
にまで低下した。また，その後は，圧密排水に伴い，ゆっ
くりと αが増加し，80分後には 0.5まで回復した。
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図 22 間隙水圧（FK砂，ケース 2）

図 23 有効応力比（FK砂，ケース 2）

 ケース 3の元圧，PBD先端と容器側面で測定した間隙水
圧の結果（大気圧状態をゼロ）を図 24 に示す。また，図
25 は，容器側面における有効応力比 α の結果を示したも
のである。最初に負圧を 10分間作用させると，αは 0.6程
度にまで増加し，その後，振動と負圧を作用させると，5
分ほどで，α は 0.3 程度まで低下した。この結果は，ケー
ス 2とほぼ同一である。一方，振動と負圧作用の 5分以後
を見ると，その後の 5分の負圧作用により αが 0.5に増加
するなど，圧密排水の影響が見られる。全体的には，振動
と負圧作用時には αが低下し，負圧のみだと，αが増加し
ている。また，振動と負圧作用から 30 分経過以後におい
ては，α=0.6程度で安定している。この結果，ケース 3は，
完全液状化（α=0）には至らない状態のもとで，沈下が継
続したことがわかる。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 24 間隙水圧（FK砂，ケース 3）

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 25 有効応力比（FK砂，ケース 3）

(3) 沈下速度に関する考察 
FK 砂のケース 2 を対象として，振動・負圧作用後の圧

密速度について検討する。本実験においては，円筒土槽の
中央部に PBD が挿入されているので，二次元内向き放射
流れの圧密理論（Barronの近似解 25)）を適用することがで
きる。Barronの近似解は(8)式で表される。

U(Th)=1- exp{-8 × Th / F(n}｝           (8)

ここに，U(Th) は時間係数 Th における平均圧密度である。
F(n}，Th ，nは(9)～(11)式で表される。

F(n}= n2 × logen / ( n2-1) - (3n2-1) / 4n2 = 1.10       （9）
Th = ch × t / de

2                          （10）
n= de / dw= 6                            （11）

ここで，de はドレーンの有効径（=30cm），dw はドレーン
径（実験で用いた PBDの場合は 5cm）である。
最初に，ケース 2 の経過時間 t～e 関係を双曲線近似し

て，最終の efを求めた。その結果を，図 26に示す。その
結果， ef=0.335が得られた。次に，平均圧密度 U=50%に
おける e50を求めた。振動・負圧作用時の e0=0.557，およ
び ef=0.335より，e50=0.446となる。また，図 27より，U=50%
となる時間 t50は 21minとなる。

(10)式に，Th (50)=0.095，de=30cm，t50＝21minを代入す
ると，ch≒4cm2/minが得られる。一方，鉛直方向の cvは土
質試験結果の k，mVを用いると，(12)式により求まる。

cv= k / (mV × γw)                (12)

ここに，γwは間隙水の単位体積重量(=10kN/m3)である。表
1 から， k=6.89×10-8m/s，図 4 から，平均圧密圧力
p=42.4kN/m2 に対する mV＝2.74×10-4m2/kN を用いると，
cv=15cm2/minが得られる。この結果，円筒土槽実験での ch

は，土質試験から得られる cvの約 1/4となる。
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図 26 ケース 2への双曲線法の適用

 
図 27 ケース 2の t50

5.6 現場への適用性 
 さて，ch=10，100および 1000cm2/minを用いて，現場で
の適用性を考察する。3水準の chを選定したのは，細粒分
含有率の異なる砂の締固め時間を全体的に網羅するため
である。なお，細粒分含有率が変化すると，透水特性と変
形特性が変化する。圧密係数を指標として選定したのは，
両者の特性を同時に考慮できることと，圧密理論を適用す
ると締固め時間の評価が容易にできるからである。現場に
おいて，均質な締固めという観点で，平均圧密度を U=80%
まで締め固めると設定すると，PBDの打設間隔（正方形配
置）と，振動と負圧の継続時間の関係は，図 28となる。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 28 PBD打設間隔と振動・負圧時間の関係（U=80%）

 
 負圧は，PBDを通じて，鉛直方向の全域に作用させるこ
とが可能であるので，継続時間が長くなっても支障はない

が，振動棒は鉛直に引き上げながら砂層を締め固めるので，
短時間の方が施工効率がよい。ちなみに，振動の作用時間
を 10分と設定すると，ch=10 cm2/minの場合，PBDの打設
間隔 dは 0.3m以下となり，現場への適用性は低くなる。
一方，ch=100 cm2/minあるいは 1000cm2/minの場合は，そ
れぞれ，d=50cm，d=120cm となり，現場への適用性はよ
り高くなると考えられる。
 本方法を現場で適用するに際しては，次の課題があると
考えられる。なお，以下の課題は，細粒分含有率の比較的
多い砂に対してのものである。
(1) 振動棒による砂層の液状化範囲を明確にする必要が

ある。
(2) 振動の継続時間に関しては，PBDの打設間隔と吸水時

間の関係を現場で求め，5.5.(3)で求めた方法が妥当で
あるか，確認する必要がある。

(3) 現場での締固め効果を把握する必要がある。

6. 機械攪拌と真空吸水を併用した締固め実験

砂の構造を破壊する方法としては，地盤内で攪拌翼を回
転させる機械攪拌が考えられる。深層混合処理（以下，
CDM）工法 22)は機械攪拌の一種と考えられ，この工法は
攪拌翼を取り付けたロッドを地盤内に挿入し，攪拌翼近辺
のロッド部分からセメントスラリーを噴出させ，攪拌翼を
回転させて，土とセメントスラリーを混合するものである。
本研究では，K砂に関しては，攪拌棒を取り付けたロッ

ドをモデル地盤内に挿入し，攪拌棒から真空吸水する方法
で砂の締固め効果を調べた。一方，FK 砂に関しては，上
記の方法を用いると，攪拌棒の周囲に土が塊状に張り付き，
吸水効果が著しく低下したので，攪拌棒の近くに，攪拌棒
に張り付いた土塊を取り除くための「そぎ落とし棒」を取
り付け，また攪拌棒を，吸引面積の大きい攪拌翼に代えて，
砂の締固め効果を調べた。地盤内で攪拌棒を回転させると，
攪拌棒が移動する部分で，せん断による砂の構造破壊が生
じていると考えられ，せん断時に生じた余浄水を真空吸引
すると，高い締固め効果が得られると考えられる。
締固め効果に関しては，CDM 工法で採用している羽切

り回数 T を考慮した。T は(13)式で表され，砂の構造破壊
を表す指標になると考えられる。

T=M×(R/V)                  (13)

ここに，M：攪拌棒の個数，R：回転速度(回/min)，V：引
抜き速度(m/min）である。

6.1 K砂の締固め実験
 6.1.1 実験装置 
 実験に用いた攪拌棒の回転・昇降装置の全景を写真 2に
示す。攪拌棒の回転・昇降装置は 2連式であり，回転速度
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Rは 0～50回/minおよび引抜き速度 Vは 0～4.0m/minの範
囲で調整可能である。真空吸水装置は真空ポンプと排水タ
ンク，負圧計などからなり，真空ポンプ，排水ホース，挿
入・引き上げ芯棒（中空），攪拌棒(中空)を通じて，砂に負
圧を作用させ，あわせて吸水できるものである。
実験装置を図 29 に示す。実験では直径 30cm×高さ 1m

の円筒容器を用いた。実験手順は，以下のとおりである。
①容器の底部から 5cm上に，攪拌棒をセットした。
②水中落下方式で，落下高をゼロとし，Drがほぼ 60%にな
る砂層を層厚 H0=80cmで作製した。

③砂層の上部に，厚さ 10cmの粘土層（海成粘土，k=10-9m/s
以下）を置き，負圧シール層を設置した。

④真空吸水なしの状態で，攪拌翼を所定の回転数 Rまで回
転させた。

⑤回転数が一定になった 1分後に，真空吸水しながら，攪
拌翼を所定の引き抜き速度 Vで引き上げた。

⑥拌翼が砂層の上部に達すると，実験を終了した。
 攪拌棒には穴の開いたステンレス棒を用いた。開口率（=
穴の面積×100/棒の表面積）は 35.8%であり，攪拌棒を水槽
内に入れて-60kN/m2 の負圧を作用させた際の吸引水量は
約 25ℓ/minで，5章の実験で用いた PBD（吸引水量は 25.4
ℓ/min）とほぼ同じであった。攪拌棒には，砂が入らない
ように，長繊維不織布土木シート（TWINGUARD，TS-210）
をフィルターとして外側に 3重で巻き付けた。実験後にフ
ィルターを観察すると，砂が張り付いた形跡はなく，吸水
能力は十分であったと考えられる。

写真 2 実験装置の全景

6.1.2 実験条件 
 実験条件を表 5に示す。計測項目は，砂層上面での沈下
と，真空ポンプ室（元圧）および底面から 30cm高の土槽
容器周面で測定した間隙水圧である。
実験は羽切り回数 Tを 4条件とし，同じ Tでも，引き抜

き速度 V と回転数 R を変化させたもの（ケース 3 とケー
ス 4）と，負圧作用の有無のケース（ケース 5とケース 6）
を実施した。

図 29 実験装置（K砂の場合）

表 5 実験条件（K砂の場合）

 

6.1.3 実験結果と考察 
(1) 沈下挙動 

 最初に，間隙比 eの減少状況を示す。ケース 5は，羽切
り回数が 200回の実験ケースである。実験での経過時間と
e の変化を図 30 に示す。攪拌棒を容器の底部から 5cm の
位置で，非排水状態で回転させると，砂が部分的に締まり，
負圧シール層としての粘土層の下面（沈下なし）と砂層上
面との間に分離水が生じ，間隙比 eが 0.635から 0.590に
低下した。その後，真空吸水しながら引き上げると，分離
水は直ちになくなり，eが引き上げ量にほぼ比例して減少

攪拌･引き上げ装置 

供試体 

排水タンク 

排水ホース

飽和した
ゆるい砂層
H0=80cm

引き上げ芯棒
外径30mm，内径16mm

アクリル容器
φ30cm×L100cm

海成粘土
10cm

真空ポンプ設備

注 ・外径22mm，内径16mm，
片側長さ100mm
の中空パイプ

・開口率35.8％

攪拌棒(吸水パイプとその
外側にフィルター)
(回転)

(回転)

スリップリング

間隙水圧計

間隙水圧計

(a)平面図

(b)断面図

間隙水圧計
(下部から30cm）

5cm

モーター
(回転)

羽切り
回数

攪拌棒
本数

引抜き
速度 回転数

T（回/m) M V (m/min) R  (回/min)
ケース1 20 2 0.6 6 負圧有り
ケース2 50 2 0.6 15 負圧有り
ケース3 100 2 0.3 15 負圧有り
ケース4 100 2 0.6 30 負圧有り
ケース5 200 2 0.15 15 負圧有り
ケース6 200 2 0.15 15 負圧無し(排水)

負圧の有無
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し，最終的に 0.486まで低下した。攪拌翼を回転するだけ
で沈下し，また，eが引き上げ量にほぼ比例して低下する
傾向は，すべての実験ケースにおいて観察されたものであ
る。
 

 
図 30 経過時間と eの関係（ケース 5）

(2)負圧測定結果 
図 31は，ケース 5において測定した間隙水圧の測定結

果を示している。元圧は-60～-65kN/m2 の負圧が，常に作
用していることがわかる。砂に負圧を作用させると，容器
側面の間隙水圧は急に低下して-55kN/m2になり，その後は
次第に低下し，約 3分後には-5 kN/m2程度でほぼ一定とな
った。負圧載荷直後に間隙水圧が急に減少したのは，負圧
が短時間で容器全体に伝達したためであり，その後の間隙
水圧の上昇は，攪拌棒と負圧シール層との隙間で，攪拌棒
の上昇過程中に気密の漏れがあったためと考えられる。こ
の気密の漏れにより 3分後には，容器内はほぼ大気圧状態
になったが，図 30の 3～5分後では間隙比が一定割合で低
下していることから，砂層の締固めに，負圧効果は継続し
ていたと考えられる。

図 31 間隙水圧の測定結果(ケース 5)

(3) 羽切り回数と締固め効果 
図 32は，羽切り回数 Tと締固め後の efの関係をまとめ

たものである。この図より，T が増加するほど，efが低下
することがわかる。機械攪拌の場合，攪拌棒が砂をせん断
し，かつ吸水している場所においてのみ，砂の締固めが生
じているため，攪拌棒の移動軌跡が密であるほど，砂の締
固め効果が増加するものと考えられる。また，Tは同じで
あるが，引き抜き速度 Vと回転数 Rを変化させたケース 3

とケース 4を比較すると，ほぼ同じ efとなっており，Vと
Rの変化は，efに大きな相違をもたらさないことがわかる。
このことは，砂の透水係数が大きいためと考えられる。
 一方，負圧の有無によるケース 5とケース 6を比較する
と，efはそれぞれ 0.492 と 0.523 となり，負圧を作用させ
ると，間隙比の減少量が大きく，締固め効果が大きいこと
がわかる。

 

 
図 32 羽切り回数と efの関係

(4) 締固め後の相対密度 
締固め後の相対密度 Drの結果を図 33に示す。Drは羽切

り回数 T とともに増加し，ケース 5 において，Dr=94%と
なった。

 
図 33 締固め後の相対密度

6.2 FK砂の締固め実験
6.2.1 実験装置 
K砂において使用した攪拌棒をそのまま FK砂に適用す

ると，写真 3に示すように，吸水によって攪拌棒の周囲に
砂が塊状に張り付き，十分な吸水が困難となった。砂の張
り付きは，負圧吸水時の浸透力によって，砂が攪拌棒に押
し付けられたためであり，Fcの多い砂において見られる現
象である。
そこで，攪拌棒に張り付いた砂を機械的に取り除くため

に，図 34に示す「そぎ落とし棒」（高さ 15mm×幅 260mm×
厚さ 3mm の鉄板，隙間長 3cm）を取り付けた。このそぎ
落とし棒は，回転・昇降装置のフレームに固定しており，
回転しないが，攪拌棒とともに上昇する装置である。
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写真 3 FK砂の張り付き現象

また，吸水面積を大きくするために，攪拌棒の代わりに，
写真 4と図 35に示す攪拌翼を用いた。攪拌翼は厚さ 3mm
の鉄板に，5 章で示した PBD を上下面に貼り付けたもの
である。また，攪拌翼の面積が大きくなると，攪拌翼を上
方向に移動させる際に，上部の土が上方向に押されて移動
する可能性があり，この移動を防止するために，攪拌翼を
水平から θの傾きで取り付けた。θは，上昇中に，攪拌翼
の両端の軌跡が直線となる角度であり，(14)式で求めた。

θ＝tan-1 (V /(R × 4r))              (14)

ここに，r：攪拌翼の半径である。T=200回の場合のθは約1.5°
となる。なお，そぎ落とし棒と攪拌翼の隙間は10mmであり，
そぎ落とし棒の効果により，砂が攪拌翼に塊状で張り付く
ことはなかった。

6.2.2 実験条件 
 実験条件を表 6 に示す。実験手順は，6.1.1 に示した K
砂の場合と同様である。ただし，K砂の場合は，⑤の工程
において，回転数が一定になった後に 1分間，真空吸水な
しの状態で攪拌翼を回転させたが（砂層が沈下し，砂層上
部と粘土層の境に分離水が生じた），FK砂の場合は直ちに
真空吸水しながら攪拌翼を引き上げた。FK 砂は透水係数
が小さく，1分間の吸水なしの回転においても，K砂のよ
うな砂層の沈下と分離水が生じなかったことによる。実験
は T=200回のケース 7と，回転吸水しながらの 5分間停止
と 5cm 上昇を 10 回繰返したケース 8 の 2 ケースである。
なお，K砂の初期層厚 H0は 80cmであるが，FK砂の場合
は 55cmとした。この理由は，上部の砂層と負圧シール層
のための粘土層が混合されることを防ぐためである。

表 6 実験条件（FK砂の場合）
 
 
 
  

 

  

 

図 34 そぎ落とし棒の取り付け

写真 4 そぎ落とし棒と攪拌翼

    側面図         平面図
図 35 攪拌翼の構造

 
6.2.3 実験結果と考察 
(1) 沈下挙動 
 ケース 7（T=200回）の間隙比 eの変化を図 36に示す。
eは経過時間とともにほぼ直線的に減少し，締固め後の ef

は 0.572となった。
一方，図 37 に示したケース 8（ケース 7 も併記）は，

攪拌翼の 5 分停止と 5cm 上昇を繰返しながら，T を 1560
回まで増加させた実験である。実験結果は，ケース 7と同
様，eは経過時間とともに直線的に減少する傾向があり，
efは 0.505となった。
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T（回/m) M V (m/min) R (回/min)

ケース7 200 2 0.15 15

ケース8 1560 2
0.15

5分停止+5cm上昇 15
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図 36 経過時間と eの関係（ケース 7）

 
図 37 経過時間と eの関係（ケース 8）

(2) 負圧測定結果 
ケース 7とケース 8の間隙水圧の測定結果を，それぞれ

図 38と図 39に示す。ケース 7は，元圧は-60kN/m2を維持
しているが，容器側面ではまったく変化がなかった。一方，
ケース 8は，容器側面でも負圧の変化が認められ，間隙水
圧計にもっとも近づいた時点で-13kN/m2となり，離れると
減少する傾向があった。また，詳細に見ると，攪拌翼の上
昇と停止（図内では攪拌と表示）を繰り返すと，その都度，
5～20kN/m2の増減があることがわかる。ケース 7 におい
て，容器側面の間隙水圧に変化がなかったのは，攪拌翼の
上昇速度が速く，負圧の作用時間が短いため負圧が間隙水
圧の測定位置に伝播しなかったためと考えられる。一方，
ケース 8の場合は，攪拌翼の上昇速度が極めて遅く，負圧
の作用時間が長かったため，負圧が伝播したと考えられる。
負圧の伝播は圧密係数 cvに依存し，FK砂は cvが小さいた
め，負圧の伝播に長時間を要すると考えられる（図 28 参
照）。

図 38 間隙水圧の測定結果（ケース 7）

図 39 間隙水圧の測定結果（ケース 8）

(3) 締固め後の相対密度 
締固め後の相対密度 Drは，ケース 7 で 72%，およびケ

ース 8で 83%であった。

6.3 現場への適用性
 機械攪拌と真空吸水を併用した締固め工法としては，
CDM の施工機械を改良して利用することが考えられる。
二軸式の CDM改良機は，各々の攪拌翼がお互い反対方向
に回転しており，たとえば，図 40 に示すように，攪拌翼
の上下に，そぎ落とし棒を取り付けることにより，塊状の
砂の張り付きを防ぐことが可能と考えられる。
本方法を現場で適用するに際しては，次の課題が考えら

れる。
(1) 異なる粒度分布を持つ砂に対して，本文と同様の実

験を行い，羽切り回数と締固め効果の関係を把握す
る必要がある。

(2) 試験施工を実施して，図 40に示したそぎ落とし棒の
効果を確認する必要がある。

(3) 現場での締固め効果を把握する必要がある。

 
7. 締固め後の強度 
 

K砂と FK 砂について，締固め実験後にコーン貫入抵抗
qcを測定した。測定方法は，写真 2 に示した回転･昇降装
置にコーン貫入試験機を取り付け，1cm/s の速度で貫入さ
せたものであり，深度 z～qc関係を記録した。
 
 
 

図 40 二軸 CDM機械の改良案
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7.1 K 砂のコーン貫入抵抗 
機械攪拌・真空吸水による締固め後に，コーン貫入抵抗

qc を測定した。測定場所は，円筒容器の中央から半径の
1/2の場所である。測定結果を図 41に示す。
図 41 によると，初期の Dr=50%の時の qcは 20kN/m2以

下と小さいが，機械攪拌・真空吸水（ケース 5）を行うと，
深度とともに qc が大きく増加し，60cm 深度において，
qc60=800kN/m2にまで，qcが増加することがわかる。一方，
負圧を作用させない機械攪拌・排水（ケース 6）では，
qc60=340kN/m2 であり，負圧を併用すると，締固め効果が
大きく増加することがわかる。

 
 
 
 
 
 

 
図 41 K砂のコーン貫入抵抗

7.2 FK 砂のコーン貫入抵抗 
 FK砂のコーン貫入抵抗 qcの結果を図 42に示す。振動・
真空吸水後の qc は，機械攪拌・真空吸水の実験と同様，
円筒容器の中央から半径の 1/2の場所で測定した。
図 42 によると，機械攪拌・真空吸水の実験において，

ケース 7 は締固め後の Drが 72%であり，Drが幾分増加し
た（初期値は Dr=60%）ことから，qcも増加した。一方，
ケース 8は Drが 83%であり，明確な qcの増加が認められ
た。
また，振動・真空吸水のケース 3においては，Dr＝107%

と十分に締め固まったことから，約 10cm深度で貫入不能
となり，qcは 2500kN/m2以上となった。

図 42 FK砂のコーン貫入抵抗

8. 締固め効果に関する考察 

 繰返し応力，振動･真空吸水および機械攪拌･真空吸水を
受けた砂の本実験での最小間隙比と最大相対密度 Dr の結
果をまとめると，表 7になる。
液状化対策として，Dr≧90%が必要と設定すると，K砂

の場合は，比較的容易に締め固めることが可能と考えられ
る。一方，FK 砂は，90%以上にまで締め固めることは可
能であるが，吸水に長時間を要することに配慮が必要であ
る（図 20参照）。

表 7 本実験での締固め後の Dr

 

9. 結論 

 砂層の液状化対策として，砂に応力制御の軸差応力を与
えた繰返し三軸試験，振動・真空吸水実験および機械攪
拌・真空吸水実験を行い，砂の締固め効果を調べた。また，
締固め後に，コーン貫入試験を行い，締固め後の強度を求
めた。実験に用いた砂は，硅砂 5 号（K 砂）と細粒分を
30%含む 4種類の硅砂の混合砂（FK 砂）である。主な結
論は次のようである。
(1) K 砂の締固め後の最大相対密度 Drは，繰返し三軸試

験で 73%，振動･真空吸水実験で 93%，および機械攪
拌･真空吸水実験で 94%となった。繰返し三軸試験の
Dr が小さくなったのは，ひずみ履歴（累加せん断ひ
ずみ）が小さい状態で供試体が伸張破壊し，それ以上
のひずみは蓄積されなかったためと考えられる。

(2) FK 砂の締固め後の相対密度 Dr は，繰返し三軸試験
で 93%，振動･真空吸水実験で 107%，および機械攪
拌･真空吸水実験で 83%となった。機械攪拌･真空吸
水実験の Drがもっとも小さくなったのは，1560回以
上の羽切り回数を与えることが実務的でないと考え
て，羽切り回数に上限を設けたことによる。

(3) K 砂は，透水係数が 5×10-4m/secと大きいので，振動･
真空吸水あるいは機械攪拌･真空吸水方法において，
Dr≧90%まで容易に締め固めることが可能である。た
だし，機械攪拌･真空吸水方法を適用する場合は，締
固めに必要な羽切り回数を確保する必要がある。

(4) FK 砂は，透水係数が 7×10-8m/sec と小さいので，締
固めに長時間を要する。PBDを利用した振動･真空吸
水方法を現場に適用する際には，振動の継続時間を
Barronの圧密理論で算定できる可能性がある。

(5) Dr≧90%まで締め固めると，締固め後のコーン貫入抵

e min Dｒ e min Dｒ
繰返し三軸試験 0.563 73 0.433 93

振動・真空吸水実験 0.492 93 0.358 107

機械攪拌・真空吸水実験 0.486 94 0.505 83
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抗 qcは，K 砂および FK砂とも大きい。
本文では，砂の構造を破壊する方法として，砂に繰返し

応力，振動あるいは機械攪拌を作用させた。構造の破壊方
法と締固め効果について考察すると，次のようである。K
砂は，表 7に示したように，振動と機械攪拌の作用によっ
て，締固め後の相対密度 Drは 93～94%となり，両方法で
ほぼ同じ締固め効果が得られた。このことは，K 砂は透
水係数（あるいは，圧密係数）が大きくて締め固めやすい
材料であるためと考えられる。なお，排水繰返しせん断（繰
返し三軸試験）の場合の 73%は供試体が伸張破壊し，最大
の締固め効果を表している数値ではないので，他の 2方法
と，締固め効果について比較することはできない。一方，
FK砂においては，締固め後の最大Drは振動作用時の 107%
であり，次に，排水繰返しせん断の場合の 93％，および
機械攪拌の場合の 83%となった。振動作用時は，砂層全体
が同時に液状化し，全層が均一に締め固まったことが最も
高い締固め効果が得られた要因と考えられる。排水繰返し
せん断は伸張破壊の影響により，締固め効果が振動作用時
より低下したと考えられる。今回実験に用いた繰返し三軸
試験装置では機構上，繰返しせん断時に伸張破壊が生じや
すいため，中空ねじりせん断試験装置などを用いた評価を
行うことで，各方法の最大相対密度の差が小さくなる可能
性があり，今後の課題である。また，機械攪拌の場合は羽
切り回数に上限を設けたことによって，砂層全体が均一に
締め固まらなかった可能性が考えられる。いずれの方法も，
砂の構造を破壊する方法としては有力であるが，破壊のメ
カニズムが異なるため，締固め効果の優劣を論じることは
できない。
振動･真空吸水あるいは機械攪拌･真空吸水の方法を用

いて，より効率的な締固めを行うための方法について考察
する。振動･真空吸水実験によると，振動作用により，土
槽内の砂が全体的に構造破壊（液状化）し，構造破壊時に
生じた余剰水が円筒の中央部に設置した PBD に負圧吸引
され，排出された。この時，FK 砂のように透水係数が小
さいと，余剰水の排出に時間遅れを伴うため，現場への適
用にあたっては，PBD間隔を狭めるか，あるいは振動の継
続時間を長くする必要があると考えられる。一方，機械攪
拌･真空吸水実験によると，攪拌棒が通る瞬間に，攪拌棒
が通った部分の砂の構造が破壊され，かつ，その時に生じ
た余剰水が攪拌棒の穴を通じて負圧吸引され，排出される。
したがって，十分な締固めを行うためには，羽切り回数を
多くする必要がある。FK 砂のように，細粒分が多く含ま
れていると，負圧作用によって攪拌棒に砂が張り付き，排
水効率が悪くなるので，張り付いた砂をかき落とすなどの
対策が必要である。
砂の締固めに関しては，K砂のように，透水係数が大き

いと，締固めは容易であり，短時間で締め固めることが可
能である。しかしながら，FK 砂のように，透水係数が非
常に小さいと，吸水時間が長くかかるなど，締固めは容易
ではない。今後，砂の透水係数（あるいは圧密係数 ch)を

指標として，締固めに要する時間と締固め効果について，
明らかにする必要があると考えられる。
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Effectiveness of sandy soil densification method
by simultaneous use of vacuum drainage and soil particles redistribution
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Abstract

In order to increase a density of sandy ground for a purpose to mitigate a risk of liquefaction, it is effective to
mechanically rearrange the soil structure as well as to drain excess pore water simultaneously. As the methods to
rearrange the soil structure, three methods were undertaken, i.e., 1) applying cyclic loads, 2) vibrating and 3)
mechanical disturbance by mixing blade. Two kinds of sands were used in laboratory tests. One was clean sand with
Dr = 51% (initial) and Fc = 0%, and the other was mixed sand with Dr = 60% (initial) with Fc = 30%. Cyclic loading
tests were carried out using cyclic tri-axial testing equipment. Both a vibration model test and a mechanical
disturbance model test were carried out using sand specimens of 30cm in diameter and 80cm in height, with vacuum
pressure of -60kN/m2. From the result of the tests, it was clarified that a densification from Dr = 51% to Dr = 73 - 94%
for clean sand and from Dr = 60% to Dr = 83 - 107% for mixed sand were possible with these methods.

Key words: liquefaction, cyclic shear stress, vibration, mechanical disturbance, vacuum
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